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甲府市災害時受援計画及び事業継続計画改定業務委託仕様書 

 

第１章 総則 

 

１ 業務の適用 

本仕様書は、甲府市（以下「委託者」という）が実施する「甲府市災害時受援計画及び事

業継続計画改定業務」（以下「本業務」という。）に適用する。 

 

２ 業務の目的 

  本業務は、甲府市災害時受援計画及び事業継続計画について前回の計画策定から６年が経

過し、山梨県においては地震被害想定調査を実施（令和５年５月公表）し、また、中小河川

についても洪水浸水想定区域図を作成するなど、新たなリスクに対応する必要が生じて

いる。 

  これらを踏まえ、本市の特性に即した計画の修正を行い、効果的な支援の受入れと災害対

応を実施することを目的とするものである。 

 

３ 業務の履行期間 

契約締結日から令和８年３月３１日までとする。 

 

４ 準拠する法令等 

本業務の実施に当たっては、本仕様書に定めるもののほか、次に掲げる法令及びその他関

係法令、通達、例規、計画、ガイドライン、マニュアル等に準拠するものとし、本仕様書に

定めのない事項については、受託者は委託者とその都度協議し、その指示を受けるものとす

る。 

（１）法律 

  ・災害対策基本法 

  ・災害救助法 

  ・水防法 

  ・土砂災害警戒区域等における土砂防止対策の推進に関する法律 

  ・南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法 

  ・大規模災害からの復興に関する法律 

  ・その他関係法令 

（２）国の計画等 

・防災基本計画 

・南海トラフ地震防災対策推進基本計画 

・南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画 

・大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き 

・市町村のための事業継続計画ガイドライン 

・地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン 

・市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き 



・災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災、復興ガイドライン 

・避難所運営ガイドライン 

・福祉避難所の確保、運営ガイドライン 

・その他関係計画等 

（３）県の計画等 

  ・山梨県地域防災計画 

  ・山梨県事業継続計画（山梨県自然災害ＢＣＰ） 

  ・山梨県地震被害想定調査結果（令和 5年 5月 26日発表） 

  ・浸水想定区域図 

  ・その他関係計画等 

（４）受託者の計画等 

  ・甲府市地域防災計画 

  ・甲府市事業継続計画 

  ・甲府市災害時受援計画 

  ・その他関係法令等 

 

５ 業務実施体制 

  本業務に従事する者は、防災事業に精通した実務経験豊かな者であり、受託者は、次の業

務実施体制を構築するものとする。 

なお、管理責任者及び業務従事者を変更しなければならない特別な事情が生じた場合は、

迅速に委託者の承諾を受け、その後速やかに届出を行うこと。万一管理責任者を変更する事

態が生じた場合は、業務の遂行に支障のないよう万全を期すること。 

（１）管理責任者 

管理責任者は、本業務の遂行に必要な知識と経験を豊富に有する者であり、常に業務全

体を把握するとともに、業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を指揮・監督し、

業務の円滑な進捗に努める。 

（２）業務従事者 

業務従事者は、本業務に類する業務へ従事した実績を有する者とし、業務の遂行に必要

な知識と業務経験をもとに業務を遂行する。 

 

６ 業務の進行管理 

受託者は、実施方針、検討条件・方法、実施工程、実施体制等を立案し、これらを整理し

た実施計画書を作成し、電子データ及び書面で提出すること。 

なお、実施計画書の提出にあたっては以下の事項に留意すること。 

（１）実施計画書の提出 

ア 本業務委託締結後、１０日以内に実施計画書をまとめ、委託者の承認を得ること。 

イ 実施計画立案後、同計画に変更を加える必要がある場合には、委託者の承認を得た上

で計画を変更し、実施計画案を再提出すること。 

（２）業務進捗状況の報告 

受託者は必要に応じ、業務進捗状況の報告会を行うこととし、議事案及び議事録を作成 



し、委託者に提出すること。 

（３）各業務内容の実施にあたっては、逐次委託者と協議を行い進めること。 

（４）委託者や関係機関等と協議を行った場合は、速やかに協議録を作成し、委託者に提出す

ること。 

（５）各調査及び提案等の成果や作成した資料の提出は、委託者が指定する日を遵守すること。 

 

７ 成果品等の帰属 

本業務の成果品が著作権法第２条第１項第１号に規定する著作物に該当する場合は、当該

著作物に係る著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利のうち受託者に帰属するも

の（著作権法第２章第２款に規定する著作者人格権を除く。）を当該成果物の納品時にすべて

発注者に無償で譲渡するものとする。 

また、委託者の許可なく公表、貸与及び使用してはならない。 

 

８ 資料の貸与等 

委託者は、所管する資料を受託者に無償で貸与するほか、委託者以外の第三者が所管する

資料についても出来る限り無償で貸与されるように協力する。 

受託者は、委託者又は第三者から資料を借用する際に借用書を提出し、資料の破損、汚濁、

亡失のないように十分な注意を払って取り扱う。 

なお、個人情報を含む行政情報の流出を防止するため、受託者は情報セキュリティに関す

る公的団体からの認証を受けるなど、より高いレベルの個人情報保護マネジメントシステム

を確立して運用する。 

 

９ 疑義 

この仕様書に定めのない事項又はこの仕様書に定める事項に疑義が生じた場合は、委託者

と受託者が協議のうえ、定めるものとする。ただし、協議が調わない場合においては、委託

者が定めるものとする。 

第２章 業務の内容 

 

受託者は、委託者の地域特性や災害特性、被害想定を勘案する中、必要な調査、分析、提案、

資料作成等を行うこと。その際、国及び県の防災に関する知見等を踏まえ、専門的な視点に立

って本業務を遂行すること。 

 

１ 資料収集・整理 

受託者は、本業務の遂行に必要な資料を収集し、整理する。 

 

２ 災害時受援計画の改定 

受託者は、次のとおり災害時受援計画を改定するものとする。 

（１）前提条件の整理 

   計画の前提条件として、山梨県地震被害想定調査結果及び浸水想定区域等の資料を整理

し、災害想定を検討する。 



（２）受援体制等の検討 

現行の市組織、甲府市地域防災計画で定めている災害対策本部組織との整合を図り、受

援組織や受援手順等について検討する。 

（３）災害時受援計画の改定 

次の留意事項に基づいて災害時受援計画を修正する。 

ア （２）により役割分担や手順等の変更、組織の名称変更等に対応すること。 

イ 計画の前提条件となる災害リスクを反映すること。 

ウ 受援シート・業務フローについて、能登半島地震等近年の災害における新たな知見、

委託者が締結した協定等を反映して修正すること。 

エ 受託者は委託者と協議の上、効果的な訓練・研修方法について反映すること。 

オ その他、データ更新を行うこと。 

（４）応援能力の調査 

委託者と災害協定を締結している企業・団体等に対し、アンケートを実施し災害時の応

援能力（人的資源・物的資源）や連絡窓口等について把握する。 

（５）調整支援 

改定内容について、委託者が庁内や、関係機関との調整を円滑に進められるよう、必要

な支援を行う。 

（６）災害時受援計画（概要版）の作成 

災害時受援計画の内容をまとめた概要版について、（３）で修正した内容を反映する。 

 

３ 事業継続計画の改定 

受託者は、次のとおり事業継続計画を改定する。 

（１）前提条件の整理 

計画の前提条件として、山梨県地震被害想定調査結果及び浸水想定区域等の資料を整理

し、災害想定を検討する。（２（１）と同様） 

（２）非常時優先業務の検討 

災害時において、優先的に対応すべき通常業務と災害対応業務について、現在の市組織

及び事務分掌にあわせた通常業務の様式、甲府市地域防災計画に合わせた災害対策業務の

様式を作成する。 

様式は、受託者から各課に検討を依頼し、回答があった様式の内容を整理し、集計する。 

（３）必要な資源の調査 

ア 参集人員の調査 

夜間・休日の災害発生を想定し、徒歩等による職員の参集時間を各課へのアンケート

で調査する。 

調査にあたっては、様式を作成し、受託者から各課に検討を依頼し、回答があった様

式の内容を整理し、集計する。 

イ 庁舎機能の調査 

職員が常駐勤務をしている施設（教育系、医療系施設、正規職員がない施設除く。）を

対象として耐震性等の調査機能を各課へのアンケートで調査する。 

調査にあたっては、様式を作成し、受託者から各課に検討を依頼し、回答があった様



式の内容を整理し、集計する。 

また、施設ごとの浸水深等のリスクを洪水浸水想定区域図等で確認する。 

（４）事業継続計画の改定 

次の留意事項に基づいて事業継続計画を修正する。 

ア 各課から回答のあった様式をとりまとめ、内容を更新すること。 

イ 計画の前提条件となる災害リスクを反映すること。 

ウ その他、データ更新を行うこと。 

（５）調整支援 

改定内容について、委託者が庁内との調整を円滑に進められるよう必要な支援を行う。 

（６）事業継続計画（概要版）の作成 

事業継続計画の内容をまとめた概要版について、（４）で修正した内容を反映する。 

 

４ 打合せ協議 

受託者は、本業務の着手時及び重要な段階において、委託者との打合せ（対面）を実施し、

打合せ記録を作成して相互に確認する。 

打合せは、着手時、中間、納品時とし、その他進捗状況等を電話又は電子メール等で報告

する。 

 

第３章 成果品 

１ 成果品 

本業務の成果品は、印刷して次のとおり納品すること。 

（１） 災害時受援計画                       １部 

（２） 災害時受援計画（概要版）                  １部 

（３） 事業継続計画                        １部 

（４） 事業継続計画（概要版）                   １部 

（５） 上記の電子データ（データが記録されたＤＶＤ）        ２枚 

※電子ファイルは、 Microsoft Word形式または Microsoft Excel形式とする。 

 

２ 留意事項 

（１）再委託 

  受託者が本件契約に基づき、事前に委託者の許可を得て第３者に再委託を行った場合にお

いて、受託者は本件契約に基づいて受託者が委託者に対して負担するものと同様の義務を再

委託先に負わせるものとする。また受託者は再委託先の履行について、自ら業務を遂行した

場合と同様の責任を負うものとする。 

 

（２）知的財産権・著作権 

  受託者が本件契約に従い、本市に納入する成果物の所有権は、受託者から当該生活物が納

入されたときに、すべて本市に帰属するものとする。また、成果物に関する著作権は、受託

者または第３者が従前から著作権を有している場合を除き、受託者から当該成果物が納入さ

れたときに、すべて本市に帰属するものとする。 



（３）個人情報等について 

  受託者は本市が定める情報セキュリティポリシー等や関係法令等を遵守するとともに、本

件業務委託を遂行する上で、知りえた委託者の情報について、委託者の事前の許可なく第３

者に漏洩してはならない。また、受託者は本契約終了後も、当該秘密保持義務を負うものと

する。 

（４）資料の提供 

  受託者は、委託者が所持する、本件委託事務の実施に必要な資料について、委託者の事前

の許可を得て、無償で貸与を受けることができるものとする。また、受託者は業務の完了後

は速やかに当該資料を委託者に返却することとし、貸与された資料の内容については、委託

者の事前の許可なく第３者に漏洩してはならない。 

（５）成果物の不備 

  成果物の納入後、成果物に誤り、不備もしくは不具合などが発見された場合については、

受託者の負担と責任で速やかに補正することとする。 

（６）制度改正等への対応 

  受託者は、本件業務委託の実施中に、国などによる制度改正等があった場合については、

当該改正等に柔軟に対応し、かつその内容を成果物に適切に反映することとする。 


